交野市　条例適用申請に対する処分個票
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	処分の概要
	開示請求に対する決定

	例規名
根拠条項
	交野市情報公開条例　第9条

	例規番号
	平成10年条例第21号

	【根拠条文】
(開示請求に係る決定及び通知)
第9条　実施機関は、開示請求があったときは、当該開示請求が到達した日から起算して15日以内に、当該開示請求に係る公文書を開示するかどうかの決定をしなければならない。
2　実施機関は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に同項の決定をすることができないときは、50日を限度として、当該期間を延長することができる。この場合において、実施機関は、速やかに、延長する旨、延長の理由及び延長の期間を開示請求者に書面で通知しなければならない。
3　実施機関は、第1項の決定をしたときは、速やかに、当該決定の内容を開示請求者に書面で通知しなければならない。
4　前項の場合において、当該請求に係る公文書の開示をしない旨の決定(前条の規定により公文書の一部を開示しない場合及び公文書が不存在であるため開示できない場合を含む。)をしたときは、その理由を併せて通知しなければならない。この場合において、その理由が消滅する期日又は条件をあらかじめ明示することができるときは、その期日又は条件を明らかにしなければならない。
5　実施機関が第1項に規定する期間(第2項の規定により当該期間が延長された場合にあっては、当該期間)内に第1項の決定をしないときは、開示請求者は、公文書の開示をしない旨の決定があったものとみなすことができる。
6　実施機関が第11条の規定により第三者保護に関する手続をとったときは、第1項の期間は、その手続が完了した日から起算するものとする。

【基準】
第5条、第7条及び第8条の規定による。
(開示請求権者等)
第5条　次の各号に掲げるものは、実施機関に対し、公文書の開示を請求する権利を有する。
(1)　市内に住所を有する者
(2)　市内に事業所(事務所を含む。以下同じ。)を有するもの
(3)　市内の事業所に勤務する者
(4)　市内の学校に在学する者
(5)　市税の納税義務を有する者
(6)　前各号に掲げるもののほか、実施機関が行う事務に利害関係を有するもの
2　実施機関は、前各号に掲げるもの以外のものから公文書の開示の申し出があった場合においても、次条から第12条までの規定に準じて、公文書の開示に努めるものとする。
(実施機関の開示義務)
第7条　公文書の開示請求を受けた実施機関は、開示請求に係る公文書に、第10条の定める非開示情報が記録されているときを除き、開示請求者に対し、当該公文書を開示しなければならない。
(部分開示)
第8条　実施機関は、開示請求に係る公文書の一部に第10条各号のいずれかに該当する非開示情報が記録されている部分がある場合において、当該部分をその他の部分から容易に区分して除外することができるときは、当該部分を除いた部分について開示しなければならない。ただし、当該部分を除いた部分に意味ある情報が残らないと認められるときは、この限りでない。



	標準処理期間
	開示請求が到達した日から起算して15日以内(やむを得ない理由により、当該期間内に決定をすることができないときは、50日を限度として、当該期間を延長可)(第9条第1項及び第2項)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和5年6月8日
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